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· 自転車通勤での事故対策は万全ですか？
歩道を走る自転車の危険運転や歩行者との事故が目立つとして、警察庁は10月25日、自転車の利用者に車道走行を徹底指導すると発表しました。

そもそも改正道路交通法の施行に伴い、平成20年6月からは自転車は原則として車道通行となり、例外として以下の場合に限り歩道通行が認められました。

· 「普通自転車の歩道通行可」の標識・標示があるとき

· 13歳未満の子どもや70歳以上の高齢者、身体の不自由な方が運転するとき

· 車道又は交通の状況から見て、やむを得ないと認められるとき

このような指導の強化の背景には、歩行者との事故の増加があります。警察庁によりますと、昨年までの10年間で自転車の事故は全体で1割減ったのに対し、歩行者との事故は逆に5割増の2,760件、その内の4割は歩道上で起きたとしています。ご存知のとおり、多くの帰宅難民を生んだ東日本大震災以降、首都圏を中心に自転車の利用に拍車がかかり、東京都内では通勤や通学時間帯での事故が3～8月で前年同期比96件増の2,129件となりました。特に最近は、時速40～50ｋｍのスピードが出るスポーツタイプの自転車で歩道や車道を縫うように走る危険運転、携帯電話・iPod等の情報端末を操作しながらの運転、さらには若者を中心にピストバイクと呼ばれるブレーキの付いていない競技用自転車の違法運転が社会問題となっています。しかしながら、運転のマナーの問題は厳正に対処することで異論はないとしても、道路事情によっては法律を忠実に守ることで逆に命を落としかねない危険にさらされてしまうこともまた事実であります。警察庁ではこの点に関し、歩道走行を直ちに摘発するということではなく、トラックが多い幹線道路など危険な場所では車道走行を無理強いせず、安全な場所に限って指導するとしています。また、これと並行して、自転車専用レーンを設けるなど自転車が安全に走れる環境を整える方針も打ち出しています。
さて、それでは会社はこのように増加しつつある自転車通勤に対してどのようにリスク管理すべきでしょうか？
最も重要なことは、これからは自転車も自動車と同様に車両であるという認識を持って管理することです。つまり、自転車であっても加害者となった場合には自動車と同様に損害賠償責任が発生するわけですから、車両の管理（会社への届出）や個人賠償責任保険への加入を義務付ける等の対策が必要なのではないでしょうか。仮に通勤途中に歩行者との事故があり、被害者から従業員に対して損害賠償を請求されたときに、従業員に十分な賠償能力がないからといって会社に民法上の賠償責任（使用者責任）が及ぶことはまずないにしても、従業員を不測のトラブルから守ってあげることは必要です。また、通勤だけでなく、その自転車を業務で使用する場合には、会社が契約者となって施設賠償責任保険でそのリスクをカバーする方法があります。2005年の横浜地裁の判例では、自転車運転中の事故で約5千万円という高額賠償の事案も出てますので、これからは運転マナーの徹底で事故を未然に防ぐとともに、上手に保険を活用していくことが必要といえるでしょう。（工藤克己）
